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中川雅史（チームしが）一問一答　［令和7年9月16日］ 農政水産部長答弁 担当：水産課

醒井養鱒場の現状と課題についてQ

A
① 6月に発生したレッドマウス病について
　今回のレッドマウス病の発生に対し、県では醒井養鱒場の
指定管理者である滋賀県漁業協同組合連合会や、国の研究機
関と連携して対応しています。
　発生から処分までの経緯といたしましては、5月20日頃か
ら原因不明のイワナの死亡が発生し、水産試験場で各種魚病
の検査を実施した結果、レッドマウス病の可能性が浮上した
ものでございます。このため、国の研究機関へ確定診断を依頼
し、6月20日にレッドマウス病が確定したことから、同日中に
飼育していたイワナの処分を行いました。
　その後、現在に至るまで再発は見られず、病気が広がること
は抑えられたとみています。

A
⑥ 駐車場の確保について
　醒井養鱒場には普通車200台分の駐車場が確保されてお
り、普段の土日においては、駐車場が不足することはない状況
です。
　一方、「ます祭」などイベント開催日は、駐車場の収容能力を
超える来場者が集まることで、周辺道路に渋滞が発生するこ
とがあると承知しています。
　こうした現状を踏まえ、より多くの来場者を受け入れられ
るよう、イベント開催日でのシャトルバスの活用など、アクセ
スの向上について検討してまいりたいと考えています。

A
⑦ 養殖生産への猛暑の影響の有無について
　醒井養鱒場では、霊仙山の鍾乳洞から湧き出す水を使用し
ておりますことから、水温が年間を通して約12℃と安定して
おりまして、マス類の飼育に最適な水温となっています。
　醒井養鱒場では、これまでのところ、今年の猛暑による水温
の上昇は見られず、養殖生産への影響は確認されていないと
ころです。

A
⑧ ビワマス養殖の現状について
　醒井養鱒場では、先ほどお答えしたとおり、ビワマスの養殖
に関する試験研究を実施しておりまして、昭和54年にはビワ
マスの完全養殖に成功したほか、平成5年には養殖生産の効率
化に向けた成長の良い系統を作り出すなどの成果を上げてき
たところです。
　現在、醒井養鱒場では、県内の養殖業者が利用する全てのビ
ワマス種苗を供給しておりますほか、自らもビワマスを養殖
し、直近の令和6年には約1.5トンを生産しているところです。

A
⑨ 養殖ビワマスの魅力発信のための取り組みについて
　養殖ビワマスの魅力発信としましては、醒井養鱒場や県内
のビワマス養殖業者で組織する「びわサーモン協議会」が養殖
ビワマスを「びわサーモン」と名付け、差別化を図るためロゴ
マークを作成し、プロモーションを行うなど、ブランド価値の
向上に取り組んでいるところです。
　醒井養鱒場においても、「ます祭」等の催事において「びわ
サーモン丼」を提供する等、その美味しさを来場者に堪能して
いただく取組を行っておりまして、引き続き養殖ビワマスの
魅力発信に努めてまいります。

A
② 今事案による風評被害の有無について
　レッドマウス病発生後にあたる7月と8月の入場者数は、合
計約20,000人と平年並みでございまして、心配されたレッド
マウス病による風評被害は、ほぼ無かったものとみています。

A
③ 醒井養鱒場の歴史について
　醒井養鱒場は、令和10年に150周年を迎える、日本最古の
公設養鱒場です。
　明治11年に、琵琶湖固有種であるビワマスの増殖を図る目
的で設立され、昭和41年からはニジマスの養殖に着手、昭和
54年にはビワマスの完全養殖に成功するなど、本県の水産振
興に大きく貢献しています。
　現在は、ニジマス、アマゴ、イワナ、ビワマスの種苗生産や養
殖を行う事業に加え、マス類の展示や釣り堀などを有する観
光施設としての側面や、養殖技術に関する試験・研究および普
及といった役割を担っているところです。

A
④ 来場者のアクセス方法について
　現在は路線バスが運行されておらず、醒井養鱒場が令和6年
度に実施したアンケートによりますと、回答があったうち、約
96％の方が自家用車やバイクを利用し、来場されているとこ
ろです。

A
⑤ 来場者の属性について
　醒井養鱒場が令和6年度に実施したアンケート結果により
ますと、来場者の居住地は、県内と県外が概ね半々となってお
りまして、県外からでは、愛知県からの来場者が最も多く
27%、次いで岐阜県が19%、大阪府が16%と続いています。
　また、家族構成については調査しておりませんが、来場者の
年齢構成は31歳から40歳が最も多く24%で、次いで41歳か
ら50歳が21%、10歳以下が9％となっているところです。
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Activities　2025年4月～9月

９月

第1回いっしょに考える
不登校講演会

まいばらミーツ・ザ・ワールド国道8号線米原バイパス開通式典

４月

市内小中高の入学式 滋賀FUTURE THINKING WEEK

BlueSticksSHIGA
開幕戦

米原駅前での県政報告 上丹生チューリップ畑

５月

市内のお祭り 長沢公家奴振り

伊吹山植生
復元プロジェクト
I am earth

まいばらマルシェ
2025春

米原消防署竣工式

７月 ８月

息吹の奏　夏祭り 大阪関西万博「滋賀県デイ」

やいと祭 国スポ障スポ
炬火リレー

特別委員会県内行政調査
(杢兵衛造船所)

米原市から県要望 米原市青少年育成市民会議
近江支部子育て研修会

米原市平和祈念式典

みんなのBIWAKO会議 平和祈念滋賀県
戦没者追悼式

市総合計画キックオフ講演会
市民ワークショップ

常任委員会県内行政調査
(滋賀県立近江学園)

６月

しが水素拠点形成
コンソーシアム
設立会合セミナー

びわ湖ホール音楽会 戦争体験講演会
（伊吹高校）

滋賀県立大学30周年記念式典 部活動地域移行
シンポジウム

米原市避難所開設訓練
(伊吹小学校)

まいばら親子
エコステーション2025



• 鉄道貨物流動は、東北から関東、東海の太平洋側を経て、関西中央を通り、瀬戸
内海側の中国、九州へとつながる路線が大動脈
• 広範な鉄道貨物ネットワークの中でも輸送量の多い、関東、東海から関西ルー
トの途中に滋賀県は位置。さらに、米原エリアは日本海側へ抜ける路線も接続
し、東海道と北陸道の結節点

• 米原エリア周辺は一定規模の水素需要ポテンシャルが存在
• 鉄道輸送を想定した場合、周辺CNPとの位置関係、鉄道貨物流動、操車場機能があったこ
と、また、周辺で水素需要ポテンシャルも見込まれる地域であることから、米原エリアは水
素輸送の拠点候補としての優位性が高いと思料

• 県周辺のCNPから産業用水素等を鉄道輸送し、米原エリアに1次受入ハブの
形成を想定
• 1次受入ハブから、県内の工業団地など2次需要ハブへ水素等を供給
• 滋賀県内の水素需要拡大に伴い、2次需要ハブが増加
• また、1次受入ハブから高速道路を利用する長距離トラック・バスの中継基地
への水素供給も想定
• さらに、観光バスや観光船等への水素供給による観光振興の促進
　にも期待

令和５年度に改定された政府の水素基本戦略の新たな目標（2040年の水素等導入1,200万トン等）を踏まえ、企業等と連携した
拠点整備を目指したプロジェクトの創出を促進する。

水素サプライチェーン構築に向けた拠点整備プロジェクト創出事業
滋賀県と米原市ともに取り組んでいます

水素需要ポテンシャル
地　域
県全域

米原駅から10km半径

米原駅から20km半径

万t-H₂／年
20.3

2.7

7.6

割　合
100％

13％

37％

（2）米原エリア周辺の水素需要ポテンシャル

（3）拠点形成イメージ

水素供給拠点の形成
（1）水素受入拠点の候補検討

出典：（公財）全国通運連盟資料より

事業の趣旨・目的 令和７年度予算額19,800千円

① 米原における水素受入ハブ形成の実現可能性調査
　米原エリアにおける水素1次受入ハブ形成について、水素キャリアや
調達手段、受入体制、想定需要先、法規制、コスト感等の整理を行い、想
定されるパターンごとにメリット・デメリット比較検討する。

② 企業連携によるプロジェクトの動き出しの促進
　①の調査結果等を活用し、国等の機関との調整やプロジェクト体制の
検討等、企業連携によるプロジェクトの動き出し

　の促進に資する支援等を行う。

SCREENホールディングス、積水化学工業、千代田化
工建設、JR西日本、パナソニックEW社、みずほR&T、
三菱化工機、村田製作所（野洲）、ヤンマーエネルギー
システム、彦根市、長浜市、野洲市、東近江市、米原市

近畿経済産業局、福井県、愛知
県、三重県、四日市市、大阪府、兵
庫県、県経産協会、県トラック協
会、バイオビジネス創出研究会

事業の内容

会員（14団体） オブザーバー（10団体）

2024 2025 2030 2040 2050

※敬称略、順不同 出典：滋賀県CO2ネットゼロ推進課

（シンボルマーク）

コンソーシ
アム組成

詳細調査
（用地、技術等） FS FEED 実証

今後のスケジュール（想定）

　〈しが水素拠点形成コンソーシアム〉
　　「内陸工業県」や「交通の要衝」といった本県の
特徴を踏まえた水素等サプライチェーン構築に
資するプロジェクトの組成を図るために設立。




